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研究成果の概要（和文）：地域在住の全自立高齢者を対象とした新たな介護予防システムを構築するために、生
活の場に近接した介護予防の場（居場所）の開設とその支援体制の構築、および介護予防プログラムの開発を行
った。居場所は地域の空き家や空き店舗などを活用した住民同士が交流できる場とし、その運営の支援にあたる
住民リーダー の養成と研修を行った。その結果、2018年3月までに、20か所で居場所が開設され、高齢者と住民
による自主運営がなされている。介護予防プログラムの開発においては、全自立高齢者を対象とした調査を実施
し、それらのデータの解析結果に基づく運動器系障害(膝痛)の予防・改善プログラムを考案し、その効果を検証
した。

研究成果の概要（英文）：To construct a long-term care prevention system in a community, public place
 “Ibasho”　where elderly people get together and interact, and support system provided by 
neighborhood residents were constructed.“Ibasho” was established using unoccupied house or store 
in the local community. For enabling long term support to activities in Ibasho, leaders of local 
organizations and volunteers in the area received training session by the person in charge of the 
local government and staff of the research. As a result, by the end of March, 2018, 20 Ibashos were 
established and carried out by neighborhood residents in the whole area of the community. To develop
 the care prevention program, 2 years cohort study was conducted for all independent living elderly 
people in the community. Using these data, risk factors of knee pain, depression, and cognitive 
decline were examined. Based on the results of analysis, prevention program for knee pain  was 
developed.

研究分野： 公衆衛生学

キーワード： 身体活動　身体不活動　膝痛　認知機能低下　自立高齢者　抑うつ　コホート研究　地域介入研究

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 我が国は 2010 年以降、総人口が減少に転
じる中で、高齢者人口が急速に増加しており、
今後超高齢社会が急速に進むことが予測さ
れている。したがって今後の我が国において
は、「豊かで活力ある長寿社会づくり」が最
大の課題とされている。そのような新たな社
会づくりの基本課題の一つは社会保障制度、
特に医療・介護保険制度の長期的な運営を可
能とすることである。そのためには、国民の
生涯にわたる健康づくりにより、これらの制
度を利用するものを減らし、またその利用期
間を短縮することが有効と思われる。そのよ
うな健康づくりは、従来のハイリスク者を対
象とした戦略（ハイリスク戦略）によるもの
ではなく、すべての住民や従業員を対象とし、
それぞれの健康状態に対応した集団的な戦
略に基づく健康づくり（集団的健康づくり）
を実施することが重要となる。 
 集団的健康づくりについての研究は、国内
外ともに少なく、いまだ明らかな成果が得ら
れていない。その理由としては、対象者が多
く、その属性や健康状態などが多様であり、
介入方法も多種多様となる。また、介入の程
度が比較的「浅く広く」行われることから、
その効果や成果が得られるまでに長期間を
要するといったことが課題となる。このよう
な問題を踏まえ、近年、集団的健康づくりの
方法に関するモデルとして、対人アプローチ
と環境アプローチからなる多段階的戦略に
よって構成されるエコロジカルモデルが提
唱され１）、注目されている。また、集団的健
康づくりの評価においても、5 領域の評価要
素から構成された RE-AIM モデルが提唱さ
れている２）。したがって今後、これらの介入・
評価のモデルを用いた集団的健康づくりの
研究が多く実施され、その成果が蓄積される
ことが望まれる。特に、緊急性が高く、社会
的な影響が大きい高齢者の生活機能障害に
対する予防・改善についての集団的健康づく
りに関する研究の実施が望まれる。 
 
２．研究の目的 
 高齢者にとっての最大の健康問題は、日常
生活を自立して営むための生活機能が障害
され、要介護状態となることである。そこで
本研究では、エコロジカルモデルに基づく地
域高齢者の介護予防のための生活拠点型健
康づくりシステムを開発するために、以下の
ことを実施することを目的とした。 
（１）生活機能障害の主要な原因となる運動
器系障害（膝痛）、抑うつ、および認知機能
低下の発生状況とその関連因子およびリス
ク因子を解明する。 
（２）上記（1）の結果を踏まえた膝痛の予
防・改善プログラムを考案し、その効果検証
を行う。 
（３）地域高齢者が日常生活圏内で長期的に
介護予防活動を実践するための生活拠点型
健康づくりシステムを構築する。 

３．研究の方法 
（1）対象地域と対象者 
 山梨県都留市を対象地域とし、そこに居住
するすべての自立高齢者を対象者とした。な
お、自立高齢者とは要介護（要支援）の認定
を受けていない地域に居住する 65 歳以上の
高齢者とした。本研究の実施に当たり、早稲
田大学の「人を対象とする研究倫理審査委員
会」の承認（平成 27 年 10 月 8 日 承認番号 
2015-218）を得た。 
（２）調査の方法 
膝痛、抑うつ、および認知機能低下の発生

状況およびそれらの発生の危険因子を解明
するために 2年間の追跡調査を実施した。対
象地域に居住するすべての自立高齢者 6,677
名を対象に、2015 年 1月に自記式の質問紙を
用いて郵送法によりベースライン調査を実
施した。その後、2018 年 1月に新規の対象者
を含む 7,080 名を対象者とした観察 2年時点
での追跡調査を実施した。 
調査項目は基本属性、基本チェックリスト、

生活習慣、身体活動量、座位時間、栄養状態、
健康状態（膝痛、抑うつ、認知機能、主観的
健康感、QOL など）とした。なお、膝痛につ
いては、「過去 1 ヵ月間ほとんどの日におい
て、左右のいずれかの膝に痛みを経験しまし
たか」を尋ね、「はい」と回答した者を「膝
痛有り」とした。抑うつについては高齢者用
う つ 評 価 尺 度 （ Geriatric Depression 
Scale：GDS）３）を用いて評価し、得点が５点
以上の場合を「抑うつ有り」と判定した。認
知機能低下については、基本チェックリスト
のうち認知症関連 3項目のうち 1つでも該当
するものを「認知機能低下有り」と判定した。  
（３）データ解析 
 データ解析に当たり、ベースラインデータ
に対して多重代入法により欠測値に対する
補完を行った。これらの補完データを用いて、
膝痛、抑うつ、および認知機能低下の有症率
と発症率を算出した。また、それらの関連因
子および危険因子を解明するために、膝痛、
抑うつ、および認知機能低下の有無をそれぞ
れ目的変数、身体活動量、座位時間、生活習
慣、および肥満度（BMI） を説明変数、性、
年齢、および健康状態を調整変数としたロジ
スティック回帰分析を行った。 
（４）膝痛改善プログラムの作成と効果検証 
 地域に開設した居場所で実施する膝痛の
予防・改善のための介入プログラムを考案し、
その効果検証を行った。 
介入プログラムは運動プログラムと健康

教育プログラムからなる構成とした。運動プ
ログラムは、膝痛の発症メカニズムに関する
先行研究と本研究のベースラインデータを
用いた関連要因の解析結果を参考として、下
肢筋力、特に膝関節周囲の筋力の強化を図る
4 種類のストレッチ動作からなる運動とした。
健康教育プログラムは、膝痛の発生について
の理解を深めるための講話とグループワー
クおよび個別相談とした。グループワークは



運動プログラムの実施継続のための参加者
間の情報交換の場として、個別相談は膝痛の
予防・改善のための生活全般についての支援
を目的として実施した。 
 介入は膝痛の改善を目的として、本研究で
考案した介入プログラムを用いた教室型と
して実施した。対象者は対象地域の中でモデ
ル地区に指定された地区に居住する自立高
齢者のうち、同地区で介入直前に実施した全
自立高齢者を対象とした健康実態調査で膝
痛を有すると回答した者とした。その中で、
自主的に教室参加を希望した 30 名（男性 6
名：75.7±2.5 歳、女性 24名：75.3±6.2 歳）
を介入群とした。対照群は健康実態調査で膝
痛を有すると回答したモデル地区在住の高
齢者 421 名の中から，介入群の性，年齢，膝
痛の状態をマッチングさせた 90 名（男性 18
名、75.9±2.5 歳、女性 72名、75.3±6.2 歳）
を選定した。 
 教室の開催は 1回あたり 90 分間とし、1週
間に 1回の頻度で、４週間にわたり実施した。
なお，介入群は膝痛改善の運動プログラムを
自宅で毎日実施するようにし，その実施状況
についてはセルフチェックシート（体操日
誌）に記入するように指示した．対照群に対
しては、介入期間中は普段の生活を実施して
もらい、介入期間終了後に介入群と同じ運動
プログラムを提供した。 
効果評価のための調査を介入の前後で実

施した。痛みの程度は橋本らによる Western 
Ontario and McMaster Universities 
Osteoarthritis Indexに準ずる日本語版膝機
能評価表（以下準 WOMAC）４）を用いて評価し
た。1 ヵ月間の教室プログラムの介入効果を
検証するために、時点と群の 2要因による反
復測定分散分析を実施し，2 要因間の交互作
用について検討した．また、サブ解析として
群内比較を対応のあるｔ検定を行った。 
（５）介護予防のための生活拠点型健康づく
りシステムの構築 
 高齢者の生活の場に近接した健康づくり
の拠点としての「居場所」と、そこでの健康
づくり活動を支援する住民組織のネットワ
ーク（支援ネットワーク）から成る生活拠点
型健康づくりシステムを構築した（図 1）。 

図 1．生活拠点型健康づくりシステム 
 
 居場所の開設に当たり、対象地域における
今後の高齢者の健康づくりと居場所につい

ての住民説明会を地区ごと（7 地区）に開催
した。「居場所」の開設においては、地域の
公共施設および空き家や空き店舗などを活
用した。なお、居場所の開設にともなう施設
などの改修や設備用品などの購入に関する
費用については行政からの補助金が支給さ
れた。 
居場所での高齢者の多様な活動を支援す

るために、近隣に居住する住民ボランティア
や組織役員などを対象としたサポーター養
成のための研修会およびサポーター連絡会
議を開催した。 
 
４．研究成果 
（１）調査票の回収率 
 対象地域に居住するすべての自立高齢者
6,677 名を対象としたベースライン調査では、
質問紙に回答し返信したものが5,328名であ
り、回収率は 78.5％であった。２年時点での
追跡調査では、4,857 名（回収率 68.6％）か
ら返信を得た。 
（２）膝痛、抑うつ、および認知機能低下の
有症率および発症率 
ベースラインデータを用いた膝痛の有症

率は全体で 33.4%であった。性別では男性は
27.6％、女性は 38.3%であり、女性で有意に
高い有症率であった。また、年齢階級が高く
なるにつれ、有症率が 21.5% ～52.9%と高く
なった。抑うつの有症率は全体で 38.6％であ
った。性別では、男性が38.4％、女性が38.7％
であった。年齢区分別では、前期高齢者が
34.9％であり、後期高齢者では 43.0％であり
有意差が認められた。認知機能低下の有症率
は全体で 32.5%であった。性別では、男性が
36.4％で、女性が 29.4％で、男性が高い値を
示した。年齢では、前期高齢者が 29.5％であ
り、後期高齢者が 36.3％で、年齢が高くなる
ほど高い値を示した。 
2 年間における膝痛の発症率は全体では

15.4%であり、性別では男性が 13.6%、女性が
17.2％であり、女性が有意に高い発症率を示
した。年齢別では、前期高齢者が 13.4%であ
るのに対して後期高齢者では 18.7％と有意
差が認められた。抑うつの２年間当たりの発
症率は 46.7％であった。性別では、男性が
46.1％、女性が 47.5％であり、男女間に有意
差は認められなかった。年齢との間には有意
な関係が認められ、前期高齢者（75 歳未満）
では 43.1％であったのに対して、後期高齢者
（75 歳以上）では 51.1％であった。認知機
能低下の発症率は全体で 17.8%であった。性
別では、男性が 20.2％で、女性が 15.8％で
あり、男女間に有意差が認められた。また、
前期高齢者では 16.7％、後期高齢者では
20.0％と年齢の増加に伴い発症率が高くな
る関係が認められた。 
（３）膝痛、抑うつ、および認知機能低下の
関連因子 
 ベースラインデータを用いた解析の結果、
膝痛は身体活動、肥満度(BMI)、栄養状態と
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それぞれ有意な関連が認められた。すなわち、
身体活動が推奨値(150 分/週)を満たしてい
る者で（OR:0.791, 95%CI:0.689-0.908）、肥
満でない者（25kg/m2 未満）で（OR:0.523, 
95%CI:0.452-0.604）、栄養状態が良好な者で
（OR:0.678, 95%CI:0.572-0.803）、それぞれ
膝痛の有症率が低い関係にあった。 
抑うつについては、身体活動、座位時間、

睡眠、栄養、喫煙が有意な関連要因であった。
すなわち、身体活動が推奨値(150 分/週)を満
た し て い な い 者 で （ OR:1.82, 
95%CI:1.56-2.11 ）座位時間が長い者で
（OR:1.45, 95%CI: 1.25-1.69）、不眠症の疑
いのある者で（OR:4.52, 95%CI:3.74-5.45）
栄養不良な者で（OR:1.53, 95%CI:1.25-1.88）、
喫煙する者で（OR:1.55, 95%CI:1.23-1.96）、
それぞれ抑うつの有症率が高い関係にあっ
た。 
認知機能低下については、身体活動と読書

がそれぞれ有意な関係が認められ、身体活動
は推奨値を満たしている者で(OR:0.849, 
95%CI:0.745- 0.967)、読書では 読書時間が
長い者ほど有症率が低い（OR:0.630-0.473）
関係が認められた。また、身体活動と読書を
組み合わせることで、認知機能低下の有症率
がさらに低くなることが明らかとなった。す
なわち、身体活動が推奨値を満たさず、かつ
読書時間が 10 分未満の者に比べて、身体活
動推奨値を満たし、かつ読書時間が 30 分以
上の者は認知機能低下の有症率が 60％低い
ことが明らかとなった（図 2）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2．身体活動と読書の組み合わせによる認

知機能低下の有症率の変化 
（４）膝痛、抑うつ、および認知機能低下の
発症リスク因子 
 2 年間の膝痛、抑うつ、および認知機能低
下の発症リスク因子についての解析の結果、
膝痛では身体活動が推奨値を満たしていな
いこと（OR:1.47, 95%CI:1.15-1.89）と肥満
（BMI：25 以上）であること (OR:1.47, 
95%CI:1.10-1.98)がそれぞれ有意な発症リ
スク因子であった。 
 抑うつの発症に関しては、肥満であること
（OR:1.32, 95%CI:1.07-1.64）と飲酒習慣が
あること（OR:1.27, 95%CI:1.03-1.56）がそ
れぞれ有意な発症リスクであった。 
認知機能低下の発症については、身体活動

が推奨値を満たしていないこと（OR:1.29, 

95%CI:1.00-1.67）、テレビ視聴時間が 1日当
た り 3 時 間 を 超 え る こ と （ OR:1.69, 
95%CI:1.16-2.47)、読書時間が 1日当たり 10
分 未 満 で あ る こ と （ OR:2.10, 
95%CI:1.46-3.03）がそれぞれ有意な発症リ
スク因子であった。また、抑うつ（GDS 得点
≧５）であることも有意な発症リスク因子
（OR:1.47, 95%CI:1.11-1.96）であった。 
（５）予防・改善プログラムの開発 
 地域に開設した居場所で実施する膝痛の
予防・改善のための介入プログラムを考案し、
その効果検証を行った。その結果、群内比較
では介入群のみに有意な改善を認めた（準
WOMAC 総合得点 p=0.015，準 WOMAC 痛み得点
p=0.041，準 WOMACGD 機能得点 p=0.007）が、
反復測定分散分析の結果，準 WOMAC の 3項目
とも時点と群の2要因間に有意な交互作用を 
認めなかった（表１）。 

（６）居場所の開設 
 2018 年 3 月までに、地域全体で 20 か所の
居場所が開設され、高齢者と住民による自主
運営がなされている。居場所では、本研究で
開発された膝痛の予防・改善運動プログラム
をはじめ、多様なプログラムや活動が 3 回/
週から 1回/月の頻度で実施されている。 
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交互作用

前後差
n=70

群内比較
P

前後差
n=28

群内比較
P

　(時点×群）
P

総合得点 4.3±22.9 0.119 9.9±20.2 0.015 0.816

痛み得点 1.9±16.3 0.339 4.6±15.5 0.041 0.472

機能得点 2.4±11.7 0.084 5.5±9.9 0.007 0.232

平均値±標準偏差

表 1．各群における介入前後の変化量とその交互作用

対照群 介入群
WOMAC
評価値
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